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第１章 計画策定の背景 

１．はじめに 

美里町（以下、「本町」という。）は、２０１８年４月に策定した「美里町地球温暖化対策実行

計画（事務事業編）」において、「２０３０年度における温室効果ガス総排出量を２０１３年度比

で３８．４％削減する」との目標を定め、公共施設や事務・事業における温室効果ガス排出の緩

和策を推進しています。また、２０２１年３月に「ゼロカーボンシティ宣言」を公表し、温室効

果ガス総排出量の削減及び再生可能エネルギーの導入に本町が率先して取り組むことで、２０

５０年までに温室効果ガスの排出量を実質ゼロ（＝カーボンニュートラル）とする目標を掲げて

います。 

本計画は、本町の上位計画である「ゼロカーボンシティ宣言」や「美里町地球温暖化対策実行

計画（事務事業編）」の目標実現のため、本町のⅭＯ２排出量の現状や課題を把握し、地域にお

ける再生可能エネルギー導入ポテンシャルや将来のエネルギー消費量などを踏まえた導入目標

を策定し、その目標を実現するための具体的施策等を検討することを目的としています。 

 

図 １-１ カーボンニュートラルのイメージ図 

出典：環境省「脱炭素ポータル」 
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２．地球温暖化に対する社会的動向 

（１）地球温暖化がもたらす影響 

地球温暖化が加速する中、台風や豪雨、干ばつといった自然災害の頻発・激甚化、農業生産や

生態系の影響など、身近な生活の中でも地球温暖化による被害が発生しています。２０１９年１

０月に発生した台風１９号では、日本全国で大きな被害が発生し、本町においても一部地域にお

いて洪水等の被害が発生しました。 

本町が「持続可能なまち」として将来的に安全・安心に生活するために、地球温暖化の要因の

一つとされるＣＯ２の排出を削減する取組を率先して行い、地球温暖化による影響を抑制する

必要があります。 

図 １-２ 地球温暖化による影響 

出典：東京都「ゼロエミッション東京戦略」 

図 １-３ 世界の平均気温の推移 

出典：気象庁「世界の年平均気温」 
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＜コラム：宮城県における気温の変化＞ 

図 １-４ 宮城県の平均気温の推移 

出典：気象庁「日本の各地域における気候の変化 宮城県の 21世紀末の気候」 
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（２）国際的な取組 

２０１５年に採択された『パリ協定』では、異常気象など気候変動による悪影響を最小限に抑

えるために、「産業革命前からの気温上昇幅を、２℃を十分下回る水準で維持する」ことを目標

とし、さらに「１．５℃に抑える努力」をすべきとされました。現在、地球全体の平均気温は１．

１℃以上上昇しており、１．５℃目標を達成するためには「２０５０年までに世界の二酸化炭素

排出量を実質ゼロ（＝カーボンニュートラル）にし、２０３０年までに２０１０年比で約４５％

削減することが必要」とされています。 

また、２０２１年１０月には『国連気候変動枠組条約第２６回締約国会合（ＣＯＰ２６）（以

下、「ＣＯＰ２６」という。）』が開催され、気温上昇を抑える目標として「１．５℃目標」が公

式文書として明記されました。また、気候変動の原因となる温室効果ガスを排出する石炭の使用

削減についても国連の気候関連合意文書に初めて言明されました。 

 

図 １-５ 各国の削減目標 

出典：温室効果ガスインベントリオフィス／全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト 
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（３）国内の取組 

我が国では、２０１６年度において、パリ協定の採択を受けて国連気候変動枠組条約事務局に

提出した「日本の約束草案」に基づき「地球温暖化対策計画」の改定を行い、閣議決定されまし

た。「地球温暖化対策計画」では、２０３０年度における温室効果ガス総排出量を２０１３年度

比で２６％削減することを目標とされていました。 

その後、「菅元首相の所信表明」（２０２０年１０月２６日)及び米国主催「気候サミット」（２

０２１年４月２２日～２３日）において、「２０５０年カーボンニュートラルの長期目標と、整

合的で野心的な目標として、我が国が２０３０年度において、温室効果ガスの２０１３年度から

の４６％削減を目指すことを宣言するとともに、さらに、５０％の高みに向け、挑戦を続けてい

く」ことを表明しました。この表明の中で、「２０３０年における温室効果ガス排出量を基準年

の２０１３年度比で４６％削減する」という目標が掲げられ、これを受け「地球温暖化対策推進

法」（２０２１年３月２日）の改定、閣議決定されました。 

さらに、「地球温暖化対策推進法」（２０２１年３月２日）の改定を受け、国の「地球温暖化対

策計画」（２０２１年１０月２２日閣議決定）が改定されました。この計画は、２０３０年度に

おける温室効果ガス排出量の削減目標が部門別に明記されているほか、地方自治体に再生可能

エネルギー導入の促進を加速させるための「促進区域」の設定や「地域脱炭素化促進事業」によ

る地域に裨益
ひ え き

する再生可能エネルギーの導入拡大、省エネルギー化の徹底のために住宅・建築物

の基準の義務付けの拡大、地域の脱炭素化やライフスタイルの転換を促していくような考え方

が示されています。 

 

図 １-６ 地球温暖化対策計画における削減目標 

出典：環境省「脱炭素ポータル」 
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（４）本町の取組 

本町は、２０２１年度施政方針の中で、温室効果ガス総排出量の削減及び再生可能エネルギー

の導入に行政が率先して取り組むことで、２０５０年までに温室効果ガスの排出量を実質ゼロ

とする「ゼロカーボンシティ」の実現を目指すことを表明しました。 

また、本町の事務・事業から排出される温室効果ガスの削減のため、本町の公共施設における

省エネルギー化・エネルギー消費の効率化、再生可能エネルギーの導入に向けた基本的な方針を

定め、方針を実現するための実施体制及び実施手順を示した「美里町地球温暖化対策実行計画

（事務事業編）（以下、「事務事業編」という。）」（２０１８年４月）を策定しました。２０３０

年度の温室効果ガス総排出量に関する数量的な目標を「２０１３年度比３８．４％の削減」と設

定し、基本方針として「運用改善」「設備更新」「再生可能エネルギーの導入」を掲げ、目標達成

に向けた取組を進めています。 

この事務事業編の温室効果ガス排出量の削減目標を達成するとともに、利便性・快適性の向上

を目指すために、町内公共施設を中心に空調設備改修やＬＥＤ化、再生可能エネルギー導入など

の取組を推進しています。 

 

表 １-１ 事務事業編における温室効果ガス総排出量の削減目標 

[単位：t-CO2]       

大項目 削減手法等 値 

２０１３年度全体ＣＯ２排出量 6,134.1 

削減量 ２０１３年度から２０１６年度にかけての減少分 948.5 

運用改善 116.6 

設備更新 315.5 

再生可能エネルギーの導入 72.1 

合計 1,452,7 

設備更新・運用改善後の排出量 4,681.4 

電気排出係数 電源構成ベストミックス達成時の排出係数適用 3,778.6 

（排出係数見直しによる削減量） 902.8 

削減量合計 2,355.5 

38.4% 

出典：美里町「美里町地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」 
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第２章 基本的事項 

１．計画の対象となる部門及び CO2排出量の種類 

本計画の対象となる部門及び分野一覧は、環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）算定・

実施マニュアル（算定手法編）（ver1.1）（２０２１年３月）」の標準的手法に基づくＣＯ２排出

量データ及び環境省「自治体排出量カルテ」の標準的手法に基づくＣＯ２排出量推計データの部

門等別排出量で整理されている対象・範囲のエネルギーを使用します。 

 

表 ２-１ 対象とする部門・分野一覧 

ガス種 部門・分野 内容 

エネルギー 

起源ＣＯ２ 

産業部門 

製造業 
製造業における工場・事業場のエネルギー消費 

に伴う排出 

建設業・鉱業 
建設業・鉱業における工場・事業場エネルギー消費 

に伴う排出 

農林水産業 
農林水産業における工場・事業場エネルギー消費 

に伴う排出 

業務その他部門 
事務所・ビル、商業・サービス業施設のほか、他のいず

れの部門にも帰属しないエネルギー消費に伴う排出 

家庭部門 家庭におけるエネルギー消費に伴う排出 

運輸部門 

自動車（貨物） 自動車（貨物）におけるエネルギー消費に伴う排出 

自動車（旅客） 自動車（旅客）におけるエネルギー消費に伴う排出 

鉄道 鉄道におけるエネルギー消費に伴う排出 

エネルギー起源 

ＣＯ２以外のガ

ス 

廃棄物 

分野 
焼却部分 廃棄物の焼却部分に伴い発生する排出 
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２．本計画の計画期間、見直し予定時期 

本計画の基準年度及び計画期間は、２０１６年５月１３日に閣議決定された国の「地球温暖化

対策計画」に基づき、基準年度を２０１３年度とします。目標年度としては、２０５０年におい

てカーボンニュートラル達成となるような省エネルギーの推進及び再生可能エネルギーの導入

目標量を設定します。また、２０３０年において、国の「地球温暖化対策計画」の削減目標に基

づき、２０１３年度比で４６％削減を目安として、省エネルギー及び再生可能エネルギー導入目

標を設定します。 

計画期間は、２０２２年度から２０５０年度とします。また、２０２５年に中間見直しを行う

こととし、進捗に応じて定期的に行うものとします。 

 

３．本町の上位計画や関連計画との位置づけ 

本計画は、本町の「ゼロカーボンシティ宣言」や「美里町地球温暖化対策実行計画（事務事業

編）」の下位に位置し、各上位計画に基づき本町の再生可能エネルギー導入に関する具体的な取

組及び導入目標を示すものです。 

また、国や県の環境エネルギー政策の動向との整合を図るとともに、ＳＤＧｓ（持続可能な開

発目標）の理念を視野に入れて、地域課題を解決する具体的な施策を示すものです。 

なお、本計画において示すＣＯ２排出量及び目標数値は、今後策定が予定されている「美里町

地球温暖化対策実行計画（区域施策編）（仮称）」の策定において、本町全域の地球温暖化対策計

画として位置付けられるものです。 

 

図 ２-１ 本計画の位置づけ 
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第３章 本町の CO2排出量の状況と将来推計 

１．ＣＯ２排出量の現状 

本町の対象となる部門・分野におけるＣＯ２排出量の推移を図 ３-１に示します。基準年とな

る２０１３年度の排出量が１９０千 t－ＣＯ２、最新年である２０１８年度の排出量が１５８千

t－ＣＯ２、基準年度比で▲３２千 t－ＣＯ２（▲１７％）となっています。 

部門別で見ると、産業部門が▲１１千 t－ＣＯ２（▲１９％）、業務その他部門が▲９千 t－Ｃ

Ｏ２（▲２６％）、家庭部門が▲９千 t－ＣＯ２（▲２３％）と削減傾向にありますが、運輸部門

においては▲４千 t－ＣＯ２（▲８％）と横ばい傾向、廃棄物分野においては＋１千 t－ＣＯ２

（３３％増）と増加傾向となっています。 

 

  [単位：千 t-CO2]   

部門・分野 
2013 

年度 

2014 

年度 

2015 

年度 

2016 

年度 

2017 

年度 

2018 

年度 

2018 年度における 

2013 年度比 

産業部門 59 57 56 50 51 48 ▲11 ▲19% 

  製造業 51 50 47 42 42 39 ▲12 ▲24% 

  建設業・鉱業 2 1 2 2 2 2 0 0% 

  農林水産業 6 6 7 6 7 7 1 17% 

業務その他部門 35 32 31 26 25 26 ▲9 ▲26% 

家庭部門 39 34 30 30 32 30 ▲9 ▲23% 

運輸部門 54 53 52 51 50 50 ▲4 ▲7% 

  自動車 52 51 50 49 48 48 ▲4 ▲8% 

    旅客 28 26 26 26 26 26 ▲2 ▲7% 

    貨物 24 24 24 23 22 22 ▲2 ▲8% 

  鉄道 2 2 2 2 2 2 0 0% 

廃棄物分野（一般廃棄物） 3 4 3 4 5 4 1 33% 

合  計  190 180 172 160 163 158 ▲32 ▲17% 

 

図 ３-１ 本町の CO2排出量の推移 
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２．エネルギー需要量の整理 

本町の対象となる部門・分野における２０１８年度のエネルギー需要量を図 ３-２及び図 

３-３に示します。エネルギー需要量はエネルギー単位（ＴＪ：テラジュール）で整理されてい

ます。統計資料はエネルギー種別の固有単位表（灯油ｋⅬ、電気：ｋＷｈなど）でも整理されて

いますが、エネルギー単位（ＴＪ）に統一して整理することで、同一単位となることから規模感

を把握しやすくなることが特徴です。 

 

ア）町全域 

本町全体におけるエネルギー消費量は、石油製品と電力の需要量が大半を占めています。 

 

[単位：TJ] 

図 ３-２ 町全域のエネルギー需要量 

 

イ）各部門の特徴 

①製造業におけるエネルギー需要量は５８４ＴＪと大きく、その中でも電力が大半を占めています。 

②建設業・鉱業におけるエネルギー需要量は、石油製品と電力が大半を占めています。 

③農林水産業におけるエネルギー需要量は、石油製品が大半を占めています。 

④業務その他におけるエネルギー需要量は３６５ＴＪと大きく、その中でも電力が大半を占めてい

ます。 

⑤家庭におけるエネルギー需要量は４３５ＴＪと大きく、その中でも電力が大半を占めています。 

⑥旅客自動車におけるエネルギー需要量は、全て石油製品です。 

⑦貨物自動車におけるエネルギー需要量は、全て石油製品です。 

⑧鉄道におけるエネルギー需要量は、電力が大半を占めています。  

【ＴＪ：テラ（１０＾１２乗）ジュール（熱量）】 

１ＴＪ＝電気に換算すると約２７７,７７８ｋＷｈ 

→東北地方の一般家庭の年間電力使用量が約５，０００ｋＷｈとすると約５５世帯分の電力 

→冷蔵庫１台の年間消費電力が約２５０ｋＷｈとすると約１，１１１台分の電力 
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[単位：TJ] 

①（産業部門）製造業 

 

②（産業部門）建設業・鉱業 

 

③（産業部門）農林水産業 

 

④（民生部門）業務その他 

 

⑤（民生部門）家庭 

 

⑥（運輸部門）旅客自動車 

 

⑦（運輸部門）貨物自動車 

 

⑧（運輸部門）鉄道 

 

図 ３-３ 各部門のエネルギー需要 
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３．ＢＡＵシナリオにおけるＣＯ２排出量の将来推計 

（１）推計方法 

本町の将来のＣＯ２排出量について、追加的な削減対策を行わない場合の「ＢＡＵ（現状すう

勢）シナリオ（ＢＡＵ：Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Ａｓ Ｕｓｕａｌ、追加的な施策を取り組まなかった

場合）」におけるＣＯ２排出量を示します。ＢＡＵシナリオでのＣＯ２排出量の将来推計では、

人口や経済などの将来の「活動量」の将来変化のみを想定し、「エネルギー消費原単位」や「炭

素集約度」は現状年度（２０１８年度）の値と変わらないものとしました。 

 

図 ３-４ ＢＡＵシナリオによる将来推計の考え方 

 

表 ３-１ 本町における現況の活動量の推移 

部門・分野 活動量（単位） 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2016 年度 2017 年度 2018 年度 

産業 

部門 

製造業 
製造品 

出荷額 
（万円） 3,256,621 3,567,705 3,617,742 3,189,854 3,511,242 3,489,361 

建設業 

・鉱業 
従事者数 （人） 767 686 686 686 686 686 

農林 

水産業 
従事者数 （人） 156 114 114 114 114 114 

民生 

部門 

業務その 

他部門 
従事者数 （人） 6,559 6,153 6,153 6,153 6,153 6,153 

家庭部門 世帯数 （世帯） 8,724 8,882 8,969 9,001 9,052 9,106 

運輸 

部門 

旅客 

自動車 

自動車 

保有台数 
（台） 15,103 15,246 15,373 15,517 15,503 15,635 

貨物 

自動車 

自動車 

保有台数 
（台） 4,888 4,814 4,757 4,721 4,648 4,595 

鉄道 
住民基本 

台帳人口 
（人） 25,237 25,262 25,185 24,975 24,707 24,597 
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（２）推計結果 

「ＢＡＵシナリオ（現状すう勢）」におけるＣＯ２排出量を図 ３-５に示します。２０３０年

度の想定ＣＯ２排出量は１４６千 t－ＣＯ２、２０５０年度の想定ＣＯ２排出量は１２０千 t－

ＣＯ２（２０１３年度比で▲３７％）と推計されました。 

 

[単位：千 t-CO2]  

部門・分野 
2013
年度 

2014
年度 

2015
年度 

2016
年度 

2017
年度 

2018
年度 

2030
年度 

2050
年度 

2050 年度における 
2013 年度比 

産業部門 59 57 56 50 51 48 45 43 ▲ 16 ▲ 27% 

 製造業 51 50 47 42 42 39 40 40 ▲ 11 ▲ 21% 

 建設業・鉱業 2 1 2 2 2 2 2 1 ▲ 1 ▲ 56% 

 農林水産業 6 6 7 6 7 7 4 2 ▲ 4 ▲ 74% 

業務その他部門 35 32 31 26 25 26 23 18 ▲ 17 ▲ 49% 

家庭部門 39 34 30 30 32 30 31 25 ▲ 14 ▲ 35% 

運輸部門 54 53 52 51 50 50 42 29 ▲ 25 ▲ 46% 

 自動車 52 51 50 49 48 48 40 28 ▲ 24 ▲ 46% 

  旅客 28 26 26 26 26 26 22 15 ▲ 13 ▲ 47% 

  貨物 24 24 24 23 22 22 19 13 ▲ 11 ▲ 45% 

 鉄道 2 2 2 2 2 2 2 1 ▲ 1 ▲ 44% 

廃棄物分野(一般廃棄物) 3 4 3 4 5 4 5 5 2 74% 

合  計  190 180 172 160 163 158 146 120 ▲ 70 ▲ 37% 

 

図 ３-５ 本町の BAUシナリオにおける CO2排出量の推移  
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第４章 ＣＯ２排出量の削減目標と再生可能エネルギー導入目標量 

１．脱炭素シナリオにおける CO2排出量の削減目標 

本町の将来のＣＯ２排出量について、省エネルギー及び再生可能エネルギー導入の推進とい

った追加的な削減対策を行った場合の「脱炭素シナリオ」におけるＣＯ２排出量を示します。 

 

 

図 ４-１ 脱炭素シナリオの考え方  

出典：環境省「地方公共団体における長期の脱炭素シナリオ作成方法とその実現方策に係る参考資料」 
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（１）脱炭素シナリオによるＣＯ２排出量の削減目標 

本町の「ＢＡＵシナリオ（現状すう勢）」におけるＣＯ２排出量に対して、省エネルギーや再生

可能エネルギーの導入推進といった追加的な削減対策を行った場合の「脱炭素シナリオ」におけ

るＣＯ２排出量を図 ４-２に示します。２０３０年度の想定ＣＯ２排出量は１００千ｔ－ＣＯ２、

２０５０年度の想定ＣＯ２排出量は１１千ｔ－ＣＯ２（２０１３年度比で▲９４％）と推計され、

２０１３年度比で▲９４％を目標とすることで、以降に示す再生可能エネルギーの導入及び森林

吸収量により、本町においてカーボンニュートラルが達成できるものと推計されました。 

 

[単位：千 t-CO2]   

部門・分野 
2013 
年度 

2018 
年度 

2030 
年度 

2050 
年度 

2050 年度における 

2013 年度比 

産業部門 59 48 27 1 ▲ 58 ▲ 99% 
  製造業 51 39 25 0 ▲ 51 ▲ 99% 
  建設業・鉱業 2 2 1 0 ▲ 2 ▲ 95% 
  農林水産業 6 7 2 0 ▲ 6 ▲ 97% 
業務その他部門 35 26 16 0 ▲ 35 ▲ 100% 
家庭部門 39 30 23 1 ▲ 38 ▲ 99% 
運輸部門 106 98 29 5 ▲ 101 ▲ 96% 
  自動車 52 48 28 5 ▲ 47 ▲ 91% 
    旅客 28 26 14 2 ▲ 26 ▲ 94% 
    貨物 24 22 14 3 ▲ 21 ▲ 88% 
  鉄道 2 2 1 0 ▲ 2 ▲ 99% 
廃棄物分野（一般廃棄物） 3 4 5 5 2 71% 
合  計  190 158 100 11 ▲ 179 ▲ 94% 
再エネ導入の余剰による削減    24   
森林吸収量    0.3   
削減後の排出量   100 -19   
基準年度比   ▲47% ▲110%   

 

図 ４-２ 脱炭素シナリオ（省エネルギー及び再生可能エネルギー導入の推進）による 

CO2排出量の推移  
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また、脱炭素シナリオにおけるエネルギー需要量の将来推計の結果を図 ４-３に示します。 

 

[単位：TJ]     

種別 
エネルギー需要量 

2018年度 2030年度 2050年度 

電気 819 690 283 

熱 1,414 999 291 

合計 2,233 1,688 574 

 

図 ４-３ 本町の脱炭素シナリオにおけるエネルギー需要量の推移 
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（２）再生可能エネルギーの導入目標量 

２０３０年度及び２０５０年度における再生可能エネルギーの導入目標量を図 ４-４及び表 

４-１に示します。 

再生可能エネルギー（電気）は太陽光発電設備を中心とし、一般住宅や公共施設、農地（耕作

放棄地を含む）に対し、積極的に導入を推進していきます。２０３０年度においては、現状の約

３倍、２０５０年度においては約 8倍の導入量を目指します。 

再生可能エネルギー（熱）は地中熱・太陽熱を中心とし、導入を推進していきます。 

 

図 ４-４ 再生可能エネルギー（電気）の導入目標量 

 

表 ４-１ 再生可能エネルギー（電気）及び（熱）の導入目標量 

種別 単位 2020年度 2030年度 2050年度 

再生可能エネルギー（電気） MW 13 40 108 

 太陽光発電設備 MW 13 40 108 

再生可能エネルギー（熱） TJ 0 15 151 

 地中熱 TJ 0 0 114 

 太陽熱 TJ 0 15 37 
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（３）エネルギー需給率 

図 ４-３で示した脱炭素シナリオにおける将来のエネルギー需要量に対し、再生可能エネル

ギー導入によるエネルギーの供給量を整理しました。エネルギー需給率の算定は以下の通りで

す。 

 

 

種別 

2018 年度 2030 年度 2050 年度 

実績の 省エネ対策後 再エネ導入 エネルギー 省エネ対策後 再エネ導入 エネルギー 

需要量 需要量 供給量 自給率 需要量 供給量 自給率 

[TJ] [TJ] [TJ] [％] [TJ] [TJ] [％] 

電気 819 690 166 24.1% 283 450 159.0% 

熱・燃料 1,414 999 0 0.0% 291 151 51.8% 

合計 2,233 1,689 166 9.9% 574 601 104.6% 

 

図 ４-５ エネルギー需給率  

エネルギー需給率[％] ＝ 
エネルギー供給量[TJ] 

エネルギー需要量[TJ] 

■全体 

■電気 

エネルギー需給率[％] ＝ 
電気の再生可能エネルギー導入によるエネルギー供給量[TJ] 

電気のエネルギー需要量[TJ] 
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第５章 目標達成に向けた取組 

１．めざす将来像 

本町の「美里町総合計画・美里町総合戦略」では、町の将来像として『心豊かな人材を育み、

地域産業が発展し、にぎわいのある、生き生きとした暮らしができるまち』を掲げています。 

また、将来像の実現に向けた基本的方向として以下の４つを掲げています。 

 

本目標においては、２０５０年カーボンニュートラル達成に向けた再生可能エネルギーを活

用したエネルギーなど環境面における地域の課題解決と共に、産業振興や技術開発（経済面）、

まちづくりや教育（社会面）などＳＤＧｓの「三つの側面でバランスの取れた持続可能な開発」

という観点を取り入れつつ、本町が掲げるまちの将来像・基本目標の達成に貢献するような具体

的な導入施策を検討します。 

 

図 ５-１ SDGsのイメージ図 

 

  

① 教育環境の充実と人材の育成 

② 地域産業の発展と雇用の確保 

③ 人口減少の抑制と高齢社会への対応 

④ 子育て環境の整備 
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表 ５-１ 脱炭素シナリオ達成時のまちの将来イメージ 

まちの将来像 脱炭素シナリオ達成時のまちの将来イメージ 

まちづくり全体 ◆ 火力発電や原子力発電に頼らず、再生可能エネルギーを活用して 

地域内でエネルギーの地産地消が可能となるまち 

◆ 災害時にエネルギーが自給自足できる防災機能の高いまち 

◆ コミュニティレベルでの再エネシステムが普及し、地区間連携が強化 

◆ 「持続可能な水田農業を支える大崎耕土の伝統的水管理システム」と

調和し、景観を配慮しつつ導入を推進 

① 教育環境の充実と 

人材の育成 

④ 子育て環境の整備 

【教育】 

◆ ＥＳＤ教育の普及 

◆ 地域内の全ての教育機関と連携した環境教育の推進 

【交流】 

◆ 地産地消のエネルギーを活用したコミュニティ間の交流 

【行動】 

◆ ＳＤＧｓの意識や、自ら環境にやさしい商品を選択する意識が浸透 

② 地域産業の発展と 

雇用の確保 

【農業】 

◆ 農産物の地産地消の普及 

◆ 農地や耕作放棄地を有効活用したエネルギーの地産地消 

【製造業】 

◆ ＲＥ１００の浸透、雇用の促進 

◆ エネルギーの自給自足に加え、付加価値を持つ商品の生産 

◆ 再生可能エネルギーや新エネルギーの導入に積極的にチャレンジす

る事業者の育成・確保 

③ 人口減少の抑制と 

高齢社会への対応 

【交通】 

◆ 電気自動車、充電ステーションの拡大 

◆ 自動運転などの新技術を活用した交通システムの普及 

【住宅】 

◆ 快適かつ省エネ性能の高い住宅が普及 

◆ 熱中症対策など健康で快適な暮らしが標準化 

◆ 新築はＺＥＨ、既築は省エネリフォームが浸透 
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２．再生可能エネルギー導入推進に向けた具体施策 

（１）将来のまちづくりに向けた具体施策の方針 

本町の具体施策の方針については、町の将来像とともに以下の点を重要な視点として考えま

す。 

 

住民の意識醸成： 住民や事業者、教育機関、自治体など産官学民が連携し、環境問題や環境

教育に関する情報共有・意見交換しながら、協働でまちづくりを考え実践

する場を構築します。 

町の率先的取組： 国の方針において、自治体全体で脱炭素に向けた事業を住民や事業者へ展

開していくために、自治体が率先的に取組することが重要とされています。

よって、本町が率先的に省エネルギーや再生可能エネルギーの導入の推進

を積極的に進めていき、住民や事業者へ展開するモデルを構築します。 

 

以上を踏まえ、本目標における将来のまちづくりに向けた具体施策の方針を 

図 ５-２に示します。短期的な取組として、町内の住民や事業者、自治体との交流促進の中

で環境面の情報共有や意識啓発を推進する仕組みを構築します。また、本町が取り組んでいる

ＥＳＤ教育とも連携します。また、公共施設をはじめとし、再生可能エネルギーの率先的な導

入を推進します。これらの取組を住民や事業者と連携して推進することにより事業が展開さ

れ、町全体で連携を図りながら２０５０年のゼロカーボンシティ達成を目指します。 

 

図 ５-２ 将来のまちづくりに向けた具体施策の方針 
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（２）再生可能エネルギーの導入に関する施策 

①省エネルギー及び再生可能エネルギー導入の推進に向けた具体施策案 

将来のまちづくりに向けた具体施策の方針を踏まえ、本町の再生可能エネルギー導入の推進

と地域経済活性を達成するための取組案を以下の通り整理します。 

 

本町においては、２０５０年のゼロカーボンシティ達成に向けて、省エネルギーと再生可能エ

ネルギー導入の推進が重要となっているが、あわせて町民や事業者との情報・意見交換や勉強会、

協議の場が必要であると考えます。 

そこで、町の環境関連事業の中心として「環境ステーション（仮称）」を作り、本町の省エネ

ルギー・再生可能エネルギーに関連する事業に係る意見交換や、環境教育の場を構築します。 

本町は「ＥＳＤ教育」を推進しており、地域資源等を活用した教育も進められていることから、

環境ステーションのように、住民や事業者といった産官学民が一体となり、町の環境問題に取り

組む場を環境教育のフィールドとして活用することで、多種多様な環境に関する学習と地域に

おける協働の実現が可能となると考えます。 

 

図 ５-３ 環境ステーションの構築 

 

具体施策１：地域交流の促進と環境教育の推進 

 



23 

 

図 ５-４ 各連携モデルのイメージ 

 



24 

 

 

環境省が公表している「地域脱炭素ロードマップ」（２０２１年６月）においては、地方自治体の

率先行動として、「２０３０年には設置可能な公共建築物等の約５０％に太陽光発電設備が導入され、

２０４０年には１００％導入されていることを目指す」とされています。本町におけるゼロカーボ

ンシティ達成に向けては、取組を地域内に展開するために「地方自治体の率先的な取組」が重要と

考えます。 

本町は、町内の公共施設を中心に、省エネルギー及び再生可能エネルギー導入の推進を積極的

に実施します。 

これにより、本町の課題である公共施設の防災機能向上やエネルギーの地産地消、環境教育へ

の活用を図ります。また、省エネルギーや再生可能エネルギーの導入といった取組を町内の住民

や事業者に展開していただけるように情報共有などを積極的に進めます。 

 

図 ５-５ 公共施設の省エネルギー及び再生可能エネルギー導入の推進 

  

具体施策２：公共施設への省エネルギー及び再生可能エネルギー導入の推進 
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本町のゼロカーボンシティ達成に向けては、民生・家庭部門及び業務その他部門における省エ

ネルギー及び再生可能エネルギー導入の推進が重要となります。特に、一般家庭においては、太

陽光発電設備を始めとした再生可能エネルギー導入が拡大しない要因の一つとして、導入によ

る効果が数値として見えにくく、ユーザー側で導入のメリット・デメリットが判断できないこと

にあると考えます。 

再生可能エネルギーの導入のきっかけづくりとして、再生可能エネルギーの導入に関連する

シミュレーションシステムを活用できる環境を整備します。シミュレーションシステムを活用

することで、現在のエネルギー使用量から、太陽光発電設備や蓄電池導入のメリットが可視化さ

れ、一般家庭や公共施設、事業所や工場などにおいての省エネルギー及び再生可能エネルギー導

入の推進を目指します。 

 

図 ５-６ シミュレーションシステム導入による効果のイメージ図 

  

具体施策３：民間活力を活用した再生可能エネルギーの導入 



26 

 

 

本町は仙台市、石巻市及び大崎市の通勤圏という位置であることから、地域資源である農業を

活用して「環境ツアー」のような体験型のイベントを実施することで、本町外からの観光客の増

加や移住・定住の推進を図ります。 

環境ツアーは単純に本町の農業体験や、名産品を活用した食事だけでなく、地域の児童・生徒

が連携して取り組むことで、職業体験、環境教育といった学習に活用できます。また、収入の一

部を還元することで、教育費用の一部に充てることが可能となると考えます。 

また、地域内の民間企業やレストランなどと連携することで、地域の名産品の認知拡大を目指

します。 

 

図 ５-７ 環境ツアーの実施イメージ図 

 

具体施策４： 農業×再生可能エネルギーによる地域経済活性化 
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以上の具体施策から、再生可能エネルギー導入による取組及び効果の全体イメージ図として図 ５-８に整理します。 

図 ５-８ 再生可能エネルギー導入による取組及び効果の全体イメージ図
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②部門別の省エネルギー及び再生可能エネルギー導入の推進に向けた施策案 

２０５０年のゼロカーボンシティ達成に向けて、各部門が取り組む省エネルギー及び再生可

能エネルギー導入の推進に向けた施策を表 ５-２に整理します。 

 

表 ５-２ 部門別の省エネルギー及び再生可能エネルギー導入の推進に向けた施策案 

部門 
省エネルギー及び再生可能エネルギー 

導入の推進に向けた施策案 
事業者 自治体 

教育 
機関 

住民 
関連する 
施策 

共通 

◆ 脱炭素に向けた意識啓発や環境教育、町民
勉強会の推進 

◆ 国補助金や町補助金を活用した積極的導入
の促進 

◆ 民間企業と連携した事業実施 

○ ○ ○ ○ 
具体施策 
１・２ 
３・４ 

産業 

◆ 町内事業者への取組推進（ゼロカーボンや
ＲＥ１００の意識普及） 

◆ 事務所等の省エネ改修（ＺＥＢ・ＺＥＨ）
の普及 

◆ 町内事業者との連携（例：断熱材の活用） 

○ ○   
具体施策 
１・２ 
３・４ 

業務 
その他 

◆ 率先した公共施設のＺＥＢ化・再エネ導入
推進 

○ ○   
具体施策 
１・２・３ 

家庭 
◆ 家庭用設備の高効率化と省エネ取組の推進 
◆ 住宅の省エネ改修・ＺＥＨ化の推進 

○ ○ ○ ○ 
具体施策 
１・３ 

運輸 
◆ 自動車使用に伴う環境負荷低減 
◆ 環境負荷の低い交通手段への転換 

○ ○ ○ ○ 
具体施策 
１・２・３ 

一般 
廃棄物 

◆ 一般ごみ削減の推進 
◆ ごみの再資源化・再利用の推進 

○ ○ ○ ○ 
具体施策 

１ 

森林 
吸収 

◆ 現状の森林整備を維持し、森林吸収量の維
持・向上 

○ ○ ○ ○ 
具体施策 

１ 
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（３）再生可能エネルギー導入及び具体施策のロードマップ（案） 

脱炭素シナリオにおける２０５０年カーボンニュートラル達成に向けた再生可能エネルギー導入及び具体施策の展開に関するロードマップ（案）を以下

に示します。 

図 ５-９ ロードマップ 
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＜用語集＞ 

頁 数 用 語 説 明 

Ｐ５ 促進区域 ➢ 再生可能エネルギーの導入を促進する区域のこと 

Ｐ５ 地域脱炭素化促進事業 ➢ 再生可能エネルギーを利用した脱炭素化及び、地域の環

境保全と地域経済の持続的発展を合わせた取組のこと 

Ｐ７ エネルギー起源ＣＯ２ ➢ 燃料の燃焼で発生・排出される二酸化炭素のこと 

Ｐ８ ＳＤＧｓ ➢ 2015年 9月に開催された国連サミットにおいて、世界共

通の持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable 

Development Goals）として 17の目標が設定されたもの 

Ｐ１２ エネルギー消費原単位 ➢ 活動量１単位当たりのエネルギー消費量のこと 

➢ 例えば１世帯あたりのエネルギー消費量や、車両１台あ

たりのエネルギー使用量のことを指す 

➢ 省エネ家電や住宅の断熱、日常の省エネ行動が進むこと

でエネルギー消費原単位は小さくなり、ＣＯ２排出量の

削減に繋がる 

Ｐ１２ 炭素集約度 ➢ ＣＯ２排出量１ｔ当たりのエネルギー消費量のこと 

➢ 電気や灯油１ＴＪあたりが排出するＣＯ２排出量のこと

を指す 

➢ 再生可能エネルギーの導入や、灯油・重油・ガソリンな

どの燃料から電気に転換することで炭素集約度は小さく

なり、ＣＯ２排出量の削減に繋がる 

Ｐ２０ ＥＳＤ教育 ➢ 持続可能な社会の創り手を育むための教育（ESD：

Education for Sustainable Development）のこと 

Ｐ２０ ＲＥ１００ ➢ 事業活動にもちいるすべてのエネルギーを再生可能エネ

ルギーにより調達し、温室効果ガスの削減を目指す国際

的な取組のこと 

Ｐ２０ エネルギーの自給自足 ➢ 再生可能エネルギーによりエネルギーを創り、それを自

らで使う（消費する）こと 

Ｐ２０ ＺＥＨ ➢ 外皮の断熱性能等を大幅に向上させるとともに、高効率

な設備システムの導入により、室内環境の質を維持しつ

つ大幅な省エネルギーを実現した上で、再生可能エネル

ギーを導入することにより、年間の一次エネルギー消費

量の収支がゼロとすることを目指した住宅のこと 

Ｐ２０ 省エネリフォーム ➢ 室内における暑さ、寒さなどの快適性向上（熱的快適性

の向上）、及び暖冷房や給湯などの設備機器で省エネを目

的として実施するリフォームのこと 
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Ｐ２４ オンサイト・オフサイト

ＰＰＡ 

➢ 事業者が公共施設の屋根に太陽光発電設備を初期投資ゼ

ロで設置し、発電した電力は公共施設で使用することが

可能となり、消費者は使用した分の電気料金を事業者へ

支払い、余った分の電気は電力会社へ売電することが可

能な仕組みのこと 

Ｐ２４ ＢＣＰ ➢ 事業継続計画（Business Continuity Planning）のこと 

➢ 自然災害、大火災などの緊急事態に遭遇した場合に損害

を最小限にとどめつつ、中核事業の継続、早期復旧を可

能とするために、平時の活動や緊急時における事業継続

の方法、手段などを決めておく計画の意味で使用される 

Ｐ２４ ＥＶ ➢ 電気自動車のこと 

Ｐ２４ ＺＥＢ ➢ 建築計画の工夫による日射遮蔽・自然エネルギーの利

用、高断熱化、高効率化によって大幅な省エネルギーを

実現した上で、太陽光発電等によってエネルギーを創

り、年間に消費するエネルギー量が大幅に削減されてい

る建築物のこと 

Ｐ２９ レジリエンス性 ➢ 外部からのエネルギーが途絶したとしても、建物が単体

で自活していけるという意味で使用される 

Ｐ２９ ＣＯ２フリー電力 ➢ 発電する際に二酸化炭素を排出しない環境価値（非化石

証書）をもつ電力のこと 

➢ 非化石証書（非化石電源で発電された電気の非化石価値

を切り離して証書にしたもの） 

Ｐ２９ 卒ＦＩＴ電源 ➢ ＦＩＴ電源とは、再生可能エネルギーの固定価格買取制

度（ＦＩＴ制度）により、国が定める価格で一定期間電

気事業者が買い取ることが義務付けられた、再生可能エ

ネルギー源（太陽光、風力、水力、地熱、バイオマス）

を用いて発電された電源のこと 

➢ 卒ＦＩＴ電源とは、電気事業者による買い取り期間が終

了した電源のこと 
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（参考）Ｐ１２ 活動量の出典 

部門・分野 活動量 単位 出典 

産業部門 

製造業 製造品出荷額 （万円） 工業統計調査 

建設業・鉱業 従事者数 （人） 経済センサス基礎調査 

農林水産業 従事者数 （人） 経済センサス基礎調査 

民生部門 
業務その他部門 従事者数 （人） 経済センサス基礎調査 

家庭部門 世帯数 （世帯） 住民基本台帳（※） 

運輸部門 

旅客自動車 自動車保有台数 （台） 自動車保有車両数統計 等 

貨物自動車 自動車保有台数 （台） 自動車保有車両数統計 等 

鉄道 住民基本台帳人口 （人） 住民基本台帳（※） 

（※）住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査 

 

（参考）代表的な燃料の単位発熱量表 

燃料の種類 単位 発熱量［ＭＪ］ 

原料炭 ｋｇ ２８．９ 

木材 ｋｇ １４．４ 

木炭 ｋｇ １５．３ 

原油 Ｌ ３８．２ 

天然ガス液（ＮＧＬ） Ｌ ３５．５ 

ガソリン Ｌ ３４．６ 

灯油 Ｌ ３６．７ 

軽由 Ｌ ３８．２ 

Ａ重油 Ｌ ３９．１ 

液化石油ガス（ＬＰＧ） ｋｇ ５０．２ 

液化石油ガス（ＬＮＧ） ｋｇ ５４．５ 

天然ガス Ｎｍ３ ４０．９ 

都市ガス Ｎｍ３ ４１．１ 

  

 

  



 

 

 


